
決　 算 　報 　告 　書

令和２年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第１３期事業年度

自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日

至　令和 ３ 年 ３ 月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,545,420,000 1,632,219,000 86,799,000 （注１）

　 自己収入 741,190,000 718,924,028 △ 22,265,972

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 686,000,000 677,044,920 △ 8,955,080 （注２）

　　 その他の収入 55,190,000 41,879,108 △ 13,310,892

　 受託研究等収入 128,445,000 132,048,139 3,603,139 （注３）

　 寄附金収入 7,905,000 20,425,000 12,520,000 （注４）

　 振興基金積立金取崩収入 2,250,000 0 △ 2,250,000 （注５）

　 目的積立金取崩収入 0 41,568,830 41,568,830 （注６）

計 2,425,210,000 2,545,184,997 119,974,997

 支出

　 業務費 2,295,253,000 2,223,877,327 △ 71,375,673

　　 教育研究経費 764,406,000 752,270,174 △ 12,135,826 （注７）

　　 一般管理費 494,500,000 460,000,565 △ 34,499,435 （注８）

　　 人件費 1,036,347,000 1,011,606,588 △ 24,740,412 （注９）

　 受託研究等経費 115,357,000 111,316,406 △ 4,040,594 （注１０）

 施設整備費 14,600,000 14,599,440 △ 560

計 2,425,210,000 2,349,793,173 △ 75,416,827

収 入 － 支 出 0 195,391,824 195,391,824

 （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて43,151,962円含まれています。 

　また，支出の差額の計のうち，合わせて37,101,962円を翌年度へ繰り越しました。

○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１） 　新型コロナウイルス感染症対策等による運営費交付金収入の増により，86,799,000円の増となりました。

　（注２） 　受験者数の増等に伴い，入学料で 5,216,600円の増，入学検定料で 3,425,000円の増となり，

　授業料については，授業料減免額の増等により 17,596,680円の減となりました。 

　（注３）　  受託研究収入で39,231,311円の減，共同研究収入で39,796,450円の増，受託事業収入で

　1,000,000円の増，共同事業収入で2,038,000円の増となりました。

　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 18,524,291円は含まれていません。

    　また，翌年度への繰越分が10,692,112円含まれています。
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　（注４）　　奨学寄附金分で1,540,000円の増，高度ＩＣＴコース運用経費分で400,000円の増，

　科学理解増進経費分で50,000円の増，振興基金分で10,530,000円の増となりました。

　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 29,253,502円は含まれていません。

　(奨学寄附金分 23,603,502円，高度ＩＣＴ人材育成分等 5,650,000円)

　また，翌年度への繰越分が32,459,850円含まれています。

　（奨学寄附金分26,409,850円,高度ICT人材育成分等6,050,000円）

　（注５）　　留学支援経費充当分の減により，2,250,000円の減となりました。

　（注６）　　校舎維持管理経費充当分等の増，一般研究費充当分の増等により，全体で41,568,830円の増となりました。

　（注７）　　研究旅費及び研究費29,559,269円の減等により，全体で12,135,826円の減となりました。

　（注８）　　教員住宅費など管理運営費が6,895,155円の減，校舎維持管理費が24,596,472円の減となったことなどから，

全体で34,499,435円の減となりました。

　（注９）　　常勤教員人件費15,445,647円の減等により，全体で24,740,412円の減となりました。

　（注１０）　　 受託研究費で41,107,810円の減，共同研究費で34,424,216円の増，受託事業費で

　870,000円の増，共同事業費で1,773,000円の増となりました。
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